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序　　　　　文

マレイシア標準工業研究所計量センター〔Measurement Center of Standards and Industrial

Research Institute of Malaysia（SIRIM）〕は 1981 年から 4 年間実施された JICA のプロジェクト

方式技術協力によって初期の立ち上げを行った機関で、計量分野にかかわる各種活動を行ってき

ました。しかし、近年のマレイシアの急速な工業化に伴い、中小企業の製造技術の高度化が進み、

既存設備・技術では対応ができなくなってきています。

それに対応するため、SIRIM では JICA 開発調査「工業標準化・品質管理振興計画」、「SIRIM 計

量センター拡充計画」の調査結果等を基に、その方向性を検討し、計量センターは、第 6 次マレイ

シアプランにおいて、その設備拡充、新研究所建設のための予算を獲得し、また開発調査の提言

に従い校正部門を第 3 セクターに移管し、より高度な国家研究機関になるべく体制整備を開始し

ました。しかし、計量分野の技術レベルの向上には、その各々の分野の研究者の協力が必須であ

り、その一助となるべくプロジェクト方式技術協力の要請を日本政府に提出しました。

これに対し、日本政府は1995 年 3 月に事前調査、1995 年 6 月に長期調査員を派遣した後、1995

年 9 月に実施協議調査団を派遣して討議議事録（Record of Discussions）の署名を行いました。

本プロジェクトは、同実施協議議事録に基づき、1996 年 3 月 1 日から、計量センターが「長さ」、

「電気」、「圧力」、「振動」の各分野において、より精度の高い計量標準を維持できるようになるこ

とを目標として、4 年間の協力を実施しています。

現在、プロジェクトの開始後、2 年を経過し、協力期間も後半期になっていることから、これま

でのプロジェクト活動による成果を踏まえ、中間評価（レビュー）を実施する必要があり、その準

備作業として、1998 年 6 月に運営指導が実施されました。

今般、上記運営指導にて確認したこれまでのプロジェクト活動と右活動による成果・目標の達

成状況、およびプロジェクト目標達成のために今後必要になる活動及び投入についての検討を元

に、今後の技術協力計画についてマレイシア側と協議を行うことを主な目的として、1998 年 9 月

25 日から 10 月 3 日まで巡回指導調査団を派遣しました。

本報告書は、同調査団の調査結果を取りまとめたものです。

ここに本調査団の派遣に関し、ご協力いただいた日本およびマレイシア両国の関係各位に対し

深甚の謝意を表するとともに、併せて今後のご支援をお願いする次第です。

1998 年 10 月

国 際 協力事業団　　
鉱工業開発協力部　　　 　　　

部長　谷　川　和　男　　　
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第 1　巡回指導調査団の派遣

1　調査団派遣の経緯と目的

現在、プロジェクトの開始後、既に 2 年を経過し、協力期間も後半期になっていることから、こ

れまでのプロジェクト活動による成果を踏まえ、後半期の技術協力計画を見直すという、いわゆ

る中間評価（レビュー）を実施する必要があるが、本プロジェクトの場合、その協力分野が多岐に

わたり、かつ、各分野の協力内容も他プロジェクトと比較し、非常に専門的で、細分化されたも

のとなっているため、中間評価実施に向けての作業も複雑とならざるを得ない。かかる事情から

1998 年 6 月に運営指導チームが派遣され、主に日本人専門家との間で協議を行い、プロジェクト

の基本概念の確認、技術協力計画（TCP）による進捗状況の確認等を行った。

上記運営指導の結果を踏まえ、今般巡回指導調査を行い、中間評価（レビュー）として、技術協

力の進捗状況及び今後の技術協力計画の見直し等について、マレイシア側と協議してM／D に取

りまとめる。

また、現時点での技術協力計画、PDM 等について再検討し、プロジェクト運営上の懸案・検討

事項についても協議し、合意事項等をM ／ D に取りまとめ、署名を行う。

2　主要調査項目

（1）PDM の確定

（2）中間評価（レビュー）の実施

ア　これまでのプロジェクト活動と右活動による成果・目標の達成状況の確認

以下の資料を作成し、レビューを行う。

・長期／短期専門家派遣実績表

・研修員受入実績表

・機材供与実績表（日本側供与分／マレイシア側購入分）

・C ／ P 配置一覧表

・プロジェクト関連の予算、決算対比表

・技術協力計画進捗状況表

イ　プロジェクト目標達成のため、今後、必要となる活動及び投入の確認・検討

ウ　技術協力計画等の見直し

（3）1998 年度活動計画の確定

（4）プロジェクト実施のための運営管理体制の確認

（マレイシア側予算措置、C ／ P 配置状況及び計画、新研究所への移転計画等）
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（5）その他今後のプロジェクト運営上の問題点

3　調査団の構成
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Mr. Chen Soo Fatt Manager

Mr. Abdul Rashid bin Zainal Abidin Manager

Mr. Mohd Zin bin Hashim Senior Researcher

（2）日本側

ア　日本大使館

長谷川 朋弘 二等書記官

イ　マレイシア事務所

西牧 隆壮 所長

寺西 義英 次長

山村 直史 所員

ウ　SIRIM 計量センターフェーズⅡプロジェクト

作間 英一 チーフアドバイザー

福永 理和 業務調整

笹田 有功 長さ標準長期専門家

加藤 敏男 電気標準長期専門家

6　主要面談録

マレイシア標準工業研究所（SIRIM）

日時：9 月 29 日 9：30̃10 ：00

先方：Dr. Mohd. Ariffin bin Hj. Aton President and Chief Executive

　　　Mr. Md Nor bin Md Chik General Manager

当方：調査団全員

　　　作間リーダー、福永調整員 SIRIM 計量センタープロジェクト

　　　山村 直史 JICA マレイシア事務所所員

 調査団長より、本プロジェクトへの SIRIM のコミットメントに対し、敬意を表するとともに、

本調査の目的について説明があった。

 先方より、本プロジェクトへの日本側の協力に感謝するとともに、政府からのプロジェクトに

対する財政支援を十分得られることを確信しており、プロジェクトの終了に向けて全面的に協力

する旨、発言があった。

 また、新研究所への移転に関し、候補地が決定し、1999 年の早い時期に業者との契約を行い、

18 か月の工期を見込んでいる旨、説明があり、移転に際して、機材の移設に対する日本の支援が

欲しいとの要望があった。
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 さらに、SIRIM において、化学標準物質の供給（Chemistry Metrology）など新しい分野に取り

組みたいと考えており、NMC で扱うことを検討中であるとの説明があった。
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第 2　調査結果の要約

1　中間レビューの実施

（1）PDM の確定

日本人専門家及び、計量センターC ／ P との協議を経て、PDM の作成を行った。特に終了

時評価に備えて、現実に入手可能な指標の選定と、入手手段の検討とともに、「成果」等の理

解を共有化するため、プロジェクトの範囲を、計量標準の設定・維持による精度の向上、校

正技術の改善に整理するなど、具体的に協議し、ミニッツに記載した。

（2）技術協力の進捗状況

長さ、電気、圧力、振動の各分野ごとに、技術移転項目を整理し、技術協力計画を実際の進

捗にあわせて改訂を行った。また、これらの項目ごとにこれまでの投入、技術移転の目標レ

ベルの設定と現状レベル、技術移転未了の内容、今後必要な投入を記載した「技術移転進捗評

価表」を作成した。この結果、4 分野のうち、主たる項目について、技術移転が目標値 4 に対

し、現状レベル 3 に達しており、これまでC ／ P の不足、機材の調達の遅れはあったものの、

着実に技術移転が進んでいることを確認した。

（3）1997 年度までの投入実績、及び 1998 年度計画の確認

これまでの専門家、研修員、機材の実績を確認するとともに、1998 年度の実施計画につい

て、マレイシア側と確認を行った。

2　SIRIMの公社化にかかわる地位の変化及び予算、人員措置、移転関連

（1）公社化の影響、予算、経済危機の影響

SIRIM は、1996 年 9 月 1 日をもって公営企業に移行したが、計量センターの予算はほぼす

べてを政府予算よりまかなっており、科学技術環境省を監督官庁に仰いでいる。

予算は、毎年予算要求を要する経常予算と、施設建設等にかかわる出資予算（5 か年予算）

の 2 種類となっている。予算措置については、SIRIM の査定を受けて実行予算を得ているが、

1997 年をのぞき、実際の執行額は実行予算を下回っていた。1999 年度は、新たな機材の調達、

機材の再校正等を踏まえ、前年度比 60% 増をめざして予算要求している。

1998 年度は、1997 年度比で 20% 減となっているものの、実質的なプロジェクト運営には

影響がでていない。また、1999 年度予算についても、計量センターとしては、マレイシアに

おける計量標準の重要性を勘案すれば、上記の予算要求額に対し 8 割程度までは確保できる
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と予想している。

（2）C ／ P 確保

プロジェクト開始当初の人員配置計画に対し、前半期は留学、転勤等による異動により、

C ／ P 不足が顕著であったが、1998 年度は、6 月に電気と振動の 1 名ずつが新たに配置された

のに続き、10 月にはさらに 2 名、年末には 1 名のリクルートが予定されている。1999 年度に

ついても、さらに計量センターでは、6 名の増員要求を行っている。

（3）新研究所移転

計量センターは、新たな移転先を決定したところであり、1999 年 3 月には着工、2000 年の

11 月を目途に移転を実施する予定で、作業を開始している。計量センターからは、移転に際

し、精密な標準器の再据え付け、検査・試運転等の一連の作業について、短期専門家の派遣

を要望したい旨の発言があった。調査団としては、移転スケジュールは今後継続的に情報を

求めるとともに、精密な機器の絞り込み、技術的提言が必要かどうかについては、長期専門

家との意見交換をお願いすることとした。
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第 4　調査団所見

1　全　般　

本計量プロジェクトは、専門家の専心的な指導と、C ／ P 側の熱意と積極性がうまく対応し、技

術移転も順調に推移している。しかしながら、長さ、電気、圧力、振動の各分野ごとに技術移転

の内容がそれぞれ分かれており、日常業務上の関係が少ないことから、プロジェクト横断的な議

論はなかなか行えなかった。今次調査において、プロジェクト全体としてめざすものが何である

かについて、PDM の作成作業を通じて、日マ双方の関係者が一堂に介し再確認を行うとともに、

終了時評価に向けて、具体的なプロジェクトの成果品を議論することができたことに、大きな意

味があったといえる。

2　プロジェクトの持続性

本プロジェクトでは、技術要素の移転が主体となっているが、移転した技術を活用し、維持発

展させていくための、計量センターの側の組織・制度・システムづくりが併せて重要である。例

えば、計量センターは、SIRIM 全体の方針に沿って、ISO9002 や ISO GUIDE25 の取得を検討中で

あるが、こうした全体の「品質管理システム」に沿った手引書やルールの構築が重要となってくる。

このため、今次調査では、PDM の成果の一つとして、マレイシア側の運営管理面の整備を特記

するとともに、組織の管理システムの導入状況及びスケジュールについて、本年中に JICA に対し、

プロジェクト関連情報として送付するように依頼しておいた。現地事務所におかれても、適宜フォ

ローをお願いしたい。

3　プロジェクト進捗モニタリングの継続

今回は、諸般の事情により、調査団滞在中に合同調整委員会を開催することができなかったが、

本来本件のような中間レビューや、協力計画の見直し、プロジェクト運営上の課題の議論につい

ては、合同調整委員会に諮り、関係者間の理解を深めるとともに、必要に応じ、関係者からの所

要の支援を要請していくなど、現地での運営管理体制を強化していくことが望ましい。今後、早

急に合同調整委員会を開催するよう、事務所においても側面支援をお願いしたい。

4　計量センター移転関連

上記第 2 － 2 －（3）に関連し、右移転は本プロジェクト終了後となり、プロジェクト活動として

の支援がなくなることから、右協力の正式要請が出た場合においては、個別専門家派遣のベース

にて検討することとなる。また、計量センターの移転に際しては、我が国供与の機材とともに、マ
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レイシア国が独自に調達した機材の移転の問題も同時に生じることから、これら機材の再据え付

けについては、原則的にはマレイシア側の努力が基本となる。しかしながら、計量センター事業

の持続性を支援する観点から、今後、長期専門家を通じ、大型機材、一次標準器をはじめとする、

より精密な機材の絞り込みや据え付け・調整のための業者リストの検討も含め、可能な範囲で技

術的な提言の提供をお願いする必要がある。

今後さらに、マレイシア側の移転計画の進捗状況については、逐次情報入手の上、フォローし

ていく必要がある。



─ 17 ─

付　属　資　料

　　　　資料 1　ミニッツ

資料 2　調査団員報告（技術協力計画、圧力標準、振動標準、機材・研修計画）

　　　　資料 3　技術協力計画進捗状況表

　　　　資料 4　運営指導チーム調査報告

　　　　資料 5　NMC におけるトレーサビリティ体系図

　　　　資料 6　SIRIM パンフレット










































































































































































































	表 紙
	序 文
	写 真
	地 図
	目 次
	第1 巡回指導調査団の派遣
	1 調査団派遣の経緯と目的
	2 主要調査項目
	3 調査団の構成
	4 調査日程
	5 主要面談者
	6 主要面談録

	第2 調査結果の要約
	1 中間レビューの実施
	2 SIRIMの公社化にかかわる地位の変化及び予算、人員措置、移転関連

	第3 調査・協議事項
	第4 調査団所見
	1 全 般
	2 プロジェクトの持続性
	3 プロジェクト進捗モニタリングの継続
	4 計量センター移転関連

	付属資料
	資料1 ミニッツ
	資料2 調査団員報告（技術協力計画、圧力標準、振動標準、機材・研修計画）
	資料3 技術協力計画進捗状況表
	資料4 運営指導チーム調査報告
	資料5 NMCにおけるトレーサビリティ体系図
	資料6 SIRIMパンフレット


